













































































































































































































































































































































































































































































































































































(20) Nguyen Khai,“The Land Policy of Vietnam and The1993Land Law”pp.
24-5
(21) 93年土地法第22条・98年改正法第１条、第22条・DECREE No.04/2000/ND-
CP OF FEBRUARY 11,2000ON ENFORCEMENT OF THE LAW AMEND-























































































(25) LAW ON AMENDMENT OF AND ADDITION TO A NUMBER OF
 
ARTICLES OF THE LAW ON LAND,NATIONAL ASSEMBLY SOCIALIST
 
REPUBLIC OF VIETNAM （Independence-Freedom― Happiness,No.10-
1998-QH10, Hanoi, 2 December 1998）LAW AMENDING AND SUP-
PLEMENTING A NUMBER OF ARTICLES OF THE LAND LAW(No.25/
2001/QH10of June 29,2001)DECREE No.17/1999/ND-CP OF MARCH 29,
1999ON THE PROCEDURES FOR EXCHANGE,TRANSFER,LEASE,SUB-
LEASE AND INHERITANCE OF THE LAND USE RIGHT AS WELL AS
 

























































(26) DECREE No.17/1999/ND-CP OF MARCH 29, 1999 ON THE PROCE-
DURES FOR EXCHANGE,TRANSFER,LEASE,SUBLEASE AND INHERI-
TANCE OF THE LAND USE RIGHT AS WELL AS FOR MORTGAGE OF
 


























































































(27) Land Law No.13/2003/QH11-26th NON.2003
(28) Decree Providing for Implementation of Law on Land No.181-2004-ND-
CP
(29) Continuing to renew the land policies and legislation in the period of
 





























































(30) Nguyen Xuan Trong,Tran Van Thuan,On revision of the current land law,



















































































Giang県、Cho Moi地区、 Nhon My村では、５％の世帯がこの賃借人











(32) Nguyen Dang Tuat, Wealth Differentiation among the Peasants of the
 























































































































































































































農地の種類 2006 2007 2008 2009
総農地面積 114248．2 114207．3 114144．1 113676．1
内 訳
採草放牧地 113550．4 113502．8 113308．4 113052．3
農耕地? 697．8 704．5 835．7 623．9
（内）総播種面積 162．0 202．7 192．5 282．2
内 訳
穀物 126．2 121．8 154．0 252．4
馬鈴薯 10．7 11．5 12．3 13．5
野菜 5．9 6．1 6．4 6．5
























年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
総面積
地域
207311．2 172928．3 159094．8 126200．7 121777．0153951．3 252389．8
西 部 5919．8 8204．6 2815．7 2594．1 2737．9 3715．4 4552．9



















































(42) 以下につき、Cevdet Denizer,Alan Gelb; MONGOLIA, Privatization and
 
System Transformation in an Isolated Economy,The World Bank,1992,Geor-
ges Korsun,Peter Murrell,Ownership and Governance on the Morning After:
The Initial Results of Privatization in Mongolia, 1994, WÍadysÍaw Jermak-
owicz,Piotr Kozarzewski, Privatization in Mongolia,Warszaw,Paper prepar-
ed for the project “Support  for Economic Transition in FSU Countries”No.
103,Center of Social and Economic Research,Warsaw.1997,Dulguun Batbold,
Privatization in Mongolia（報告レジュメ), Dondmaa Enebish, country paper
 
Mongolia,Asian Productivity Organaization,Impact of Land Utilization Sys-




















































































































(45) Chinzorig BATBILEG,Land Administration Institutional Development in
 
Mongolia,pp.1-2,2006,Chinzorig BATBILEG,Does Land Privatization Sup-



































































































































































































































































2008 2009 2010 計
１．国家予算 24.03 38.11 51.39 113.52
２．企業の資金 62.50 121.57 144.87 328.95
３．融資、援助 6.10 17.77 17.17 41.05















































加支援として2008年は１トン当たり8万 tg 、2009年は5万 tgが支払われて
いる。















































































































































































































































































































































































































































































































































Society for Range Management, Fostering the Sustainable Livelihoods of
 
Herders in Mongolia via Collective Action,2010,p.15,Mongolian Society for
 





























































273 50 784 543
馬 2 35 24
牛 4 50（酪農牛) 70 48
家畜
羊 142 379 264
ヤギ 125 300 207
牧民グループ総
収入（千 tug）
5273．0 49792．0 11488．0 20453．0
牧民グループ費
用（千 tug）
371．0 35088．0 2995．0 8077．0
牧民グループ年
間利益（千 tug)































(65) 以下の記述は、Mongolian Society for Range Management, Livelihood
 
Study of Herders in Mongolia,2010, Mongolian Society for Range Manage-






















































































































(67) Maria E.Fernandez-Gimenez,Spatial and social boundaries and the para-
dox of pastoral land tenure:A case study grom postsocialist Mongolia,Human
 
Ecology30:pp.49-78,上村明「21世紀モンゴル国における牧畜―国際援助における
Property-rights Approach批判―」日本モンゴル協会『日本とモンゴル』第43巻
法の普遍的妥当とコンテクスト（２・完）（ 澤) 79
合、移動の範囲は、降水量や雪害、旱魃といった自然災害によって規定さ
れ、一定の領域には収まりきれない。移動パターンは固定されず、曖昧で
あり、したがって資源利用の境界も曖昧にならざるを得ず、それを前提と
したて、資源利用の柔軟性、互酬性（困ったときはお互い様）といった資
源利用倫理が牧民間に存在する。牧民が形成する集団も多様で重層的で非
固定的で変動する。こうしたコンテクストを無視して牧地に境界線を引く
ことが、いかなる帰結を生むことになるのだろうか。
(４）牧地法案
牧地プロジェクトの中で、プログラム展開と並行して牧地草案を作って
いるのは、ミレニアム・チャレンジの都市周辺牧地プロジェクトと、グリ
ーンゴールドである。前者による法案は、2010年春、同年秋の国会に提出
されることが決まった。議員提案だが、政府もこれを支援している。これ
に対して後者の法案は、秋の国会には提出されない。しかし後者は、全牧
地への保有権導入を規定する点で、前者より徹底した内容となっている。
法案は数度にわたって作られその都度グリーンゴールドの機関紙や、
Zuuyi medee紙に掲載され、解説も施されてきた。2010年３月の解説と、
2010年５月の法案に即してみてみ
(68)
よう。
１）牧地法の必要
牧地法の解説では、そもそも法が何故必要かについて、大要以下の説明
がなされている。今日の牧地の荒廃は、国有財産である牧地で、私有財産
の家畜を生産するという牧畜経営に由来する。まとまりがなく、自由勝手
に、競争的に牧地利用を行なうことで牧地が荒廃する。こうした環境を形
成しているものこそ、現行土地法である。他方牧民の間では最近、牧地の
組織された共同利用や、定着牧畜への関心が増す傾向が見られる。生産要
素である牧地を、共同の無償利用という伝統的方法で調整することは、現
第１号、2008年、15頁以下。
(68) モンゴル牧地管理連合・グリーンゴールド＝プログラム「牧地法案の紹介」
2010年３月22日、「牧地法案」、2010年５月25日版
早法86巻２号（2011）80
在の社会的要請に合致しなくなっている。牧地共同利用の手法を洗練され
たものとする一方、自己の保有地で農場経営を発展させるための法的環境
整備が重要となった。
２）牧地利用区分と境界設定
まず牧地が五つの利用区分〔a.オトル用牧地、b.経由牧地、c.都市、
村、その他の定住地周辺の牧地、d.集約的牧畜経営地域の牧地（以下集約
牧地）、e.粗放的牧畜経営地域の牧地（以下粗放牧地）〕に分けられ、それ
ぞれの区分ごとに規定された主体が、境界を設定する。aから cまでの牧
地は、市民代議員会議がその境界を定める。集約牧地と粗放牧地の場合に
は、牧民、PUGが境界設定に加わる。粗放牧地については、当該地域の
牧民が移動式の牧畜を経営する条件を満たすことが可能なように境界線を
引き利用単位牧地を定める。その際バグの境界は勘案しなくてもよい。利
用単位牧地の境界内で生活・牧地利用をしている牧民世帯は、牧地利用者
グループ PUGの構成員とされる。したがって法律上の構成は、牧民の意
思に関わらず、牧民はグループのメンバーとされ、これに伴う義務を負う
ことになる。さらに粗放牧地は、冬営・春営・夏営・秋営用牧地に区分さ
れるが、冬営用牧地と、春営用牧地の境界は、隣り合わせる牧民世帯やホ
ト・アイルが話し合いの上合意して決め、PUG の全構成員会議での承認
を得る、とされる。
３）牧地保有権の主体
保有権の付与手続は、基本的に土地法上の規定に準じた手続きとして構
成されているが、利用区分に応じた保有主体が規定されている。集約牧地
については、家畜や動物を飼育・繁殖させている牧民、牧民世帯、企業、
団体が保有権の主体として規定されている。粗放牧地については PUG だ
けが、保有権を取得できる主体である。すなわち粗放牧地については、保
有権者は、個々の牧民ではなく PUG である。この団体が、各段階の首長
と契約を締結し、保有権利証を取得する。
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４）牧地保有権者の権利義務
牧地保有権者である PUG は、当該牧地を排他的に利用することができ
る。すなわちグループの構成メンバー以外の者の利用を排除することがで
きる。構成メンバーとしての各牧民、牧民世帯の持ち分権は観念されてい
ない。PUG は、牧地運営に関する中期計画、年間計画を立て、牧民はこ
れに従って牧地を利用し管理しなければならない。また牧地利用料の支払
いも牧民の義務である。
冬営用牧地と春営用牧地については利用券が必要であり、この利用券を
取得することができるのは、PUG の規則や計画を遵守し、牧地の適正な
牧養力に適合し、かつ牧地利用料を期限内に納めた牧民世帯やホト・アイ
ルである。
また土地法同様、集約牧地については、牧地保有権の移転が規定されて
いる。しかし、粗放牧地の保有権移転について草案は規定を設けていな
い。但し、冬営地と春営地の保有権を、PUG の全構成員の三分の二の賛
成に基づいて移転することができるとしている。
(５）分析
１）PUG は、法人格のない、権利能力なき社団である。グループの構成
員以外の者の牧地利用について、全構成員の三分の二の賛成に基づいてこ
れを認めてリーダーが契約を締結するという規定、あるいは冬営地と春営
地（牧地ではない居住空間）の保有権を、PUG の全構成員の三分の二の賛
成に基づいて移転することができるとする規定からも伺えるように、団体
構成員の個別的意思と、団体の意思が明確に区別されており、日本の入会
集団のような、全員一致原則が支配する総有とは性格を異にするコミュニ
ティが想定されている。法人格はないが、社団としての実質を備えるよう
な法規制の方向が読み取れる。
２）牧地保有権の主体は PUGであって、構成員ではない。構成員は
PUGの議決した方法にしたがって牧地を利用することができるが、牧地
に対する持分権を持たない。他方土地法は第52条７項で、ホト・アイルに
早法86巻２号（2011）82
対して共同保有権を付与する旨規定している。ここでいくつかの問題が生
じる。まず土地法では、ホト・アイルが牧地の保有主体となっているのに
対し、牧地法案では、牧地に対する保有主体はあくまで PUGである。牧
地法案上の牧地保有権と、土地法上の冬営地・春営地保有権の調整が必要
である。そうでないと一つの牧地に対して二つの保有権・主体が重畳する
ことになる。
３）現行土地法が、冬営地と春営地のホト・アイルによる共同保有を規定
した理由はどこにあったのだろうか。牧民は、移動が困難な厳寒の冬と、
家畜の出産期である春は一箇所に留まり、宿営地には固定施設が設けら
れ、夏や秋に比べて定住性の高い生活を
(69)
送る。特定の冬営地と春営地での
特定牧民（世帯）グループによる継続的利用、ならびに施設等への一定の
投資といった事実に鑑み、その権利性を承認し、保護することが合理的で
あるとの判断に基づいて、土地法における冬営地と春営地の共同保有権規
定を置いたものと思われる。牧地法案提案者は、牧地法制定の必要性の一
つの理由を、土地法が冬営地や春営地の共同保有権を規定しているもの
の、共同保有権の主体を確立することができないため、実効性を持たな
い、ということに求めている。ホト・アイルは、その構成を年ごとに変え
る可能性がある。したがって長期にわたる保有権の権利主体、契約主体を
特定することはできない。総じて、民族学や社会人類学が、調査を通じて
明らかにしている牧民による牧地利用の非固定性、柔軟性、互酬性といっ
た牧地利用形態は、牧地に対する権利という固定的地位の付与と相容れな
いということを教えているように思われる。
そこで牧地法案は、牧地の境界を設定して領域を定め、領域内の牧民に
よる社団的組織（PUG）の設立を規定し、牧地保有権の主体としたのであ
った。この主体はその社団性ゆえに構成員の変動に関わりなく一個の権利
主体性であり続ける。冬営地や春営地に対する専属的利益保護について
(69) 日野千草「モンゴル遊牧地域における宿営地集団―モンゴル国中央県ブレン郡
における事例から―」リトルワールド研究報告第17号、2001年、89頁以下。
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は、一定の要件を充足する構成員に、年ごとに利用券を発行するという対
応をとった。こうした処理にすれば年ごとに組みかわるかもしれないホ
ト・アイルに対応できそうである。しかし、この処理は、冬営地・春営地
に対する土地法上の固定的共同保有権が存在しないということを前提とし
て成り立つ話である。
４）利用券は「PUGの内規、細則、牧地運営計画を履行し、冬営用・春
営用牧地の適正な牧養力を満たし、かつ牧地利用料を期限内に支払う」と
いう要件を充足する牧民世帯やホト・アイルにだけ交付される。しかしホ
ト・アイルという世帯共同は、世帯間の多様な思惑や動機をもとに形成さ
れる。親戚同士の義理関係で共同することもあれば、困窮する世帯に対す
る互酬的配慮を動機とすることもある。法案上の要件を満たすことができ
ない実態ゆえに、ホト・アイルが形成されることもある。とすれば法案は
実態を反映しえず、これまた実効性を欠く規定になる恐れがある。
５）法案は、冬営地と春営地の保有権を、「PUGの全構成員の三分の二の
賛成に基づいて」移転することができるとしている。個別のホト・アイル
に対し土地法上認められた保有権は、PUGという私的団体の意思に左右
されることはないはずである。ここでも法体系上の整合性がとられていな
い。
６）冬営地と春営地の保有権移転につき法案（第16条２項）は、土地保有
権証書を「他者」に移転することができるとしている。この他者とはいか
なる者を想定する規定だろうか。仮に PUG構成員としての牧民世帯やホ
ト・アイルだとすれば、PUGが発行する利用券との関係はどうなるのだ
ろうか。仮に PUGの構成員以外の牧民世帯やホト・アイルだとすれば、
そもそも社会的境界と空間的境界および資源ユニットの一体性の確保をコ
ンセプトとして出発したプロジェクトの意義と矛盾することになる。
７）保有権の移転は、既述のように土地法上、有償移転ではなく無償であ
る。すなわち保有権は売買されえない。他方冬営地や春営地上に設置され
た施設等は、売買の対象となりうる。ここで牧地上の営造物の売買価格
早法86巻２号（2011）84
が、牧地保有権の価格と混同され、牧地保有権自体が売買される現実を誘
発する可能性が生じる。
８）過去にもいくつかの牧地法案が作成され、2008年の秋の国会に提出さ
れたものの、審議されずに終わっていた。それは、牧地法の成立を期待し
ているのは条件の良い牧地がある地方の発想であって、これによって牧地
の利用から排除される条件不利地域の牧民は、このような牧地の囲い込み
に反対する。条件の悪い牧地を抱えるアイマグを代表する議員は、法案に
反対せざるを得ないのである。このような政治状況の中で、牧地法案の帰
趨が注目される。
終わりに
法整備支援にあたっては、支援対象国の歴史的コンテクストを探求する
ことが必要であることを前提として、コンテクスト理解の視座を、社会的
富や財の市場的分配と、非市場的配分の編成のありかたに据え、農地を対
象にしてその編成のありようを比較してきた。
ヨーロッパ大陸諸国や日本では、農地の市場的分配を正面から認めつ
つ、しかし農地を、他の商品とは異なるものと把握して国家が農地市場に
一定の介入を行うことにより、農地の市場を通じた分配に、非市場的配分
原理を組み合わせてきた歴史を持つ。それは農作業に常時従事し、かつ経
営責任を負う、地域定住者による経営、すなわち家族経営、あるいは数家
族による共同経営という小農制を歴史的に形成してきたコンテクストと無
関係ではない。このコンテクストの中で、「労働」、「経営」、「土地への権
利」の三者が一体であるべきだという法原理＝自・耕作者主義が、ヨーロ
ッパ大陸諸国と日本の法制度の根幹を形成してきたのである。この法原理
は、既述のように地域に定住する農家と農地との持続的な関係を切断する
ことなく保護することにより、農地の非収奪的利用の確保、農業の多面的
機能の発揮、生産者への労働の成果の帰属等を目的とする、市場による農
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地分配を制約する原理に他ならない。これは定住農耕を歴史的コンテクス
トとする社会に普遍的妥当根拠をもつ法原理であり、農地制度に関する法
整備支援に当たっては、この法原理に立脚すべきだ、というのが本稿の立
場で
(70)
ある。この原理を表現する法（学）概念は、スイス、オーストリアに
あっては自作者主義であり、日本では耕作者主義であり、ベトナムでは全
人民的所有を前提とする土地使用権であり、モンゴルではエゼムシフであ
る。
1994年モンゴルにおいて、土地法で導入された保有権＝エゼムシフとい
う法概念は、上述のように国家が国民に営農目的でのみ貸与する権利であ
り、譲渡できないものとして規定された。その後の土地私有化法による所
有権の導入を考え合わせると、保有権は、将来的には処分権を根幹に持つ
私的所有権へと移行していく、過渡的な権利であると理解することも可能
かもしれない。しかし農地は、そこでの生産によって、経済的価値を生む
生産手段であると同時に、それだけではなく、生産に携わる人間の生活空
間でもある。保有権＝エゼムシフという言葉には、主人のようにふるまう
という語義があるという。この主人は、地域に定住する農業者に他なら
ず、農地を農地として持続的に維持管理し、生活空間を豊かな景観として
形成することが、主人としての振る舞いの中身であろう。農業者＝主人
と、農地のこのような持続的関係を媒介する権利がエゼムシフであるとす
れば、この概念は、ヨーロッパや日本の農地法制における自作者主義・耕
作者主義の法原則と機能的に等価 funktional a?quivalentの関係に立つ、
(70) 自由な農地取引に国家が介入し、主体に関する要件を充足した者にのみ農地へ
の権利主体性を承認するという、農地の市場による分配と非市場的配分の組み合わ
せのこの基本原理の原型は、市場的分配原理の優位の中で、一定の変容を被りつつ
あるのも事実である。原型を維持しているのはスイス、オーストリアといった国で
ある。主体に関する要件をはずし、主体如何にかかわらず、農地が農地として利用
されることを農地取引の要件とする方向への変容を、例えばドイツ、ベトナムにお
いて観察することができた。日本はまさにこの方向へ一歩を踏み出したところと言
ってよかろう。
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モンゴル国固有の法原理として認識することが可能であるように思われ
る。
同じ土地であっても、都市の土地、農地、牧地では、妥当すべき法原理
は同一のものではありえない。モンゴルの牧地は、市場による流通の対象
とはされず、市場メカニズムにより分配されることはない、誰でもが利用
することのできる土地であった。牧地においては牧地利用とその調整のた
めの社会規範が伝統的に形成されてきた。この規範が機能低下しつつある
現状に対して、遊牧という牧畜の形態そのものを変えようという提案がな
されているのである。牧地を囲い込み、特定牧民グループにその領域に関
する保有権を付与することは、遊牧の国モンゴルを大きく変えることにな
る。
先進国が「支援」という大儀を掲げて展開しているプロジェクトの根底
を支えている発想は「オープンスペースのコモンズ化」とでもいうべきも
のである。共有財としての自然資源へのオープンアクセスは、資源の過剰
利用による浪費をもたらし、その存在を脅かすというのである。遊牧の国
モンゴルに、この「オープンスペースの悲劇」という経済理論を直ちに適
用することが、本当にこの国に幸福をもたらすことになるのだろうか。コ
モンズの利用主体として想定されているコミュニティは、モンゴルの歴史
的コンテクストの中に見出すことはできない。定着農耕文化のコンテクス
トの中で熟成されてきたコミュニティを、非定着型文化の中に人為により
作り出そうというのである。
牧地に対する法整備支援も「遊牧は死滅すべきか、という文明の根本的
な
(71)
問題」を、避けて通ることはできないであろう。この根本問題を視野に
入れた法整備支援が、オールタナティヴとして提示されなければならな
い。
(71) 田中克彦『ノモンハン戦争 モンゴルと満州国』岩波書店、2009年、54頁。
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